
 平成23年度当初予算　予算要求シート

-

今年度要求のポイント

平成24年度開設予定の健康福祉プラザ内に、2か所目の障害者就業・生活支援セ
ンターを設置するための準備を行なう。
なお、国の配置基準では人口30万人につきセンター1か所としており、本市内に
おいては3か所分の人員配置が必要である。

事業期間 　H16～

48,50140,976

分担金

内容・積算等23年度要求額

全体事業費

企業開拓強化事業
地域における障害者職業能力開発促進事業

項目

堺市障害者就業・生活支援事業委託料等

主な要求内容

消耗品費

旅費

（単位：千円）

人件費

役務費

40,976 48,501合計

健康福祉プラザ内に障害者就業・生活
支援センターの2か所目を開設

【今後（～24年度】

その他　特記事項
平成18年度より障害者自立支援法が施行され、新たに就
労移行支援事業が創設され、機能の役割分担を行ってき
た。
（国は、センターの設置基準を都道府県の指定する障害保
健福祉圏域に1か所としており、政令市での設置は１か所
に留まっている。そのため、人口規模や産業規模等を勘案
して柔軟な基準に改めるよう、政令市主管課長会議等を通
じて国に要望を行っている。）

スケジュール（経過及び今後展開）

平成16年度　　NPO法人堺市障害者
　　　　　　　　　 就労促進協会へ委託
平成20年12月 国採択を受けた

障害者就業・生活支援センター機能
の充実のため人員配置の整備

【経過（～22年度】 【23年度】

○支援対象障害者の就労に係る必要な指導及び助言その他の援助、雇
用主に対する雇用管理アドバイス、職場実習先の確保・開拓等の就業
支援事業

○職業準備訓練やそのあっせん、作業能力の評価・調査・研究等の基
礎訓練事業

○支援対象障害者の就業に係る日常生活又は社会生活での相談、必要
な福祉サービス・社会資源の利用援助等の生活支援業務

○これらに係る関係機関との円滑な連絡調整

22年度予算

(単位　千円)

事 業 費 38,729

平成23年度要求額

48,50140,976

事業内容

関連事業

整理番号 11

働きながら自立した日常生活及び社会生活を送ることを希望する障害
者に対して、雇用、保健、福祉、教育等の関係機関との連携を図りつ
つ、身近な地域で指導、助言その他の支援を行うことにより障害者の
雇用の促進及び就業の安定を図ることを目的とする。

事業目的

事 業 名 障害者就業・生活支援事業

局・課名／　　006 健康福祉局　障害福祉課

平成21年度決算額 平成22年度予算額


